
＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．国営造成⼟地改良施設防災情報ネットワークの整備等

国営造成⼟地改良施設の観測情報、気象情報等の防災情
報の迅速な収集、伝達、蓄積及び分析整理を⾏うために必要
な防災情報ネットワーク設備の整備、保守運⽤を⾏います。
① データ転送設備の整備
② Webカメラの整備

２．ため池防災⽀援システムの保守運⽤
国、県、市町村及びため池管理者等の関係者が、災害時に

ため池の被災情報を迅速に共有し、国による的確な⽀援や
緊急時の効率的な点検の実施等に必要な「ため池防災⽀援
システム」の保守運⽤を⾏います。

〈事業実施主体（国費率）〉
国（100％）
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防災情報ネットワーク事業＜公共＞

＜対策のポイント＞
迅速かつ的確な防災情報の収集や災害対応等を⾏うため、国営造成⼟地改良施設防災情報ネットワークの整備とため池防災⽀援システムの保守運⽤を

⾏います。

＜政策⽬標＞
湛⽔被害等が防⽌される農地及び周辺地域の⾯積約34万ha（うち農地⾯積約28万ha） [令和２年度まで] 

［お問い合わせ先］農村振興局防災課（03-6744-2210）

【令和２年度予算概算決定額 955（896）百万円】
〔「臨時・特別の措置」を含む令和２年度概算決定額 20,043百万円〕 （令和元年度補正予算額 1,028百万円）

ため池防災⽀援システム

・他機関からの情報の活⽤

・ため池情報の収集・管理
ため池データベース

豪⾬・地震情報
道路、⼟砂災害などの情報

・緊急点検ため池の抽出

・ため池の被害情報の収集

・地震、豪⾬時の決壊予測

・⾃治体、他機関への情報提供

・ため池の点検、応急対策

避難勧告、⽀援対策の実施

点検、応急対策状況の共有

観測機器からの情報 決壊予測

ため池の点検 応急対策
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気象情報ため池の位置情報


